
大阪府流域下水道の危機管理について                                        対象受検機関：都市整備部下水道室 

事務事業の概要 検出事項 改善を求める事項 

 
１ 府流域下水道事業の概要       
 ・流域下水道は、都道府県が複数の市町村の下水をまとめて処理する仕組み。市町村界にとらわれず、河

川の流域単位で処理区を構成し、下流に処理場を配置することで、汚水を自然流下により効率的に収集
できる最適な施設配置で、事業を実施することが可能。府では７流域12処理区において、約570kmに及ぶ
管渠、14の処理場、32のポンプ場、約4,400点の機械・電気設備など、多くの下水道施設を維持管理して
全国最大規模の事業を実施している。 

・府の流域下水道は、昭和40年に事業着手して以降、市町村の公共下水道と連携しながら広域的な整備と

維持管理を実施してきた。下水道室及び流域下水道事務所（以下「事務所」という。北部、東部及び南部
の３事務所を設置。）を拠点として、管渠や処理場などの下水道施設を管理、運営している。 

・施設の老朽化進行や人口減少に伴う使用料収入の減少など、流域下水道事業を取り巻く環境、課題に対
応し、安定的な事業継続を図るため、府は、平成30年３月に「大阪府流域下水道事業経営戦略」（以下「経
営戦略」という。）を策定。計画期間は令和９年度までの10年間であり、中間年に当たる令和４年度から
見直しを実施（令和６年３月改定）。 

・経営戦略の地震対策の項目では、災害時においても下水道施設の処理を継続するため下水道ＢＣＰ（業
務継続計画）の充実を図るとしている。 

 
２ 下水道施設における緊急点検について       
 ・令和７年１月、埼玉県八潮市で流域下水道管の破損に起因すると考えられる大規模な道路陥没が発生。 
 ・国土交通省は、埼玉県八潮市の道路陥没事故の直後、陥没箇所と同様の環境条件下における下水道管路

の緊急点検を地方公共団体に要請。府では、国の調査基準に基づき川俣水みらいセンターなどの大規模

な下水処理場に接続する口径２ｍ以上の下水道管、延長約73kmを対象に実施するとともに、当該管路上
の道路について路面下空洞調査を実施し、異状は確認されなかった。 

 

３ 府流域下水道における下水道ＢＣＰ策定等の危機管理体制の整備状況について     
 ・国土交通省の「下水道ＢＣＰ策定マニュアル」（以下「策定マニュアル」という。）では、減災対策の重

要な施策として、業務継続計画（ＢＣＰ）の策定及びこれに基づく災害時対応や事前対策の実施を挙げ
ている。 

 ・策定マニュアルには「最低限の下水道ＢＣＰ」と「必要な項目が網羅された下水道ＢＣＰ」の２種類の
作成例が用意され、前者の策定後、早急に後者へと増補することが望ましいとしている。 

・府の３事務所では、平成28年度末に下水道ＢＣＰを策定し、直近では令和２年度末に改定している。 
・いずれの下水道ＢＣＰも策定マニュアルの「必要な項目が網羅された下水道ＢＣＰ作成例」に基づいて
作成され、策定マニュアルと同じく自然災害発生時を想定した内容になっている。下水道ＢＣＰの内容
や、大規模災害発生時に府民生活に与える影響は公表されていない。 

・八潮市の事故のような大規模な事故に対するＢＣＰの策定の方針が国土交通省から示されれば、対応す
るとしている。 

・各事務所の下水道ＢＣＰでは、定期的な点検項目や責任者による総括的な点検項目を定めており、年１
回見直しをすることとしているが、事前対策計画の記載中、「現状レベル」が平成28年度末時点から更
新されていない項目や、対策実施の予定時期を過ぎても実施済かどうか記載されていない項目がある。 

 
１ 各事務所の下水道ＢＣＰでは年１
回の点検と見直しを定めているが、
更新されていない箇所が見受けられ
ることから、下水道ＢＣＰの点検・見
直しに関する進捗管理が十分とは言
えない。 

 

２ インフラの老朽化や事故に対する
府民の関心は高いが、下水道ＢＣＰ
を策定していることや、大規模災害
に備えた訓練の実施状況など、府民
の安全・安心に繋がる情報が分かり
やすく公表されていない。 

  また、災害や大規模な事故発生時
の住民生活への影響の内容が府民に
対して公表されていない。 

 
 

 
１ 各事務所の下水道ＢＣＰについ
て、定期的な点検と改定が適切に実
施されるよう、進捗管理されたい。 

 
 
 
 

２ 下水道ＢＣＰの内容や訓練の実施
状況など、大規模災害に備えて実施
している内容を府民に分かりやすく
公表するとともに、府民生活におけ
る影響を例示するなど、情報提供を
充実されたい。 

 
 
 



監査（検査）実施年月日（委員：令和７年８月６日、事務局：令和７年６月２日から同年８月28日まで） 

 

・各事務所では、年数回の訓練を実施し、訓練実施後の振返りとして毎回反省会を実施して、その際に出
た意見や改善点等を次の訓練に活かすことで下水道ＢＣＰの効果検証を行っている。 

・「大阪府庁業務継続計画 地震災害編」では、府庁本庁における業務継続に重大な支障を及ぼすことが
想定される地震の一つである南海トラフ巨大地震発生時のライフライン被害想定で、下水道は「最大で
約33万人が利用困難、約１ヶ月後に機能支障が解消」と記載されている。 

  


